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規 則

建築士法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第９号

建築士法施行細則の一部を改正する規則
建築士法施行細則（昭和２５年北海道規則第２５７号）の一部を次のように改正する。
第１条中「省令」」を「施行規則」という。）、建築士法に基づく中央指定登録機関等に
関する省令（平成２０年国土交通省令第３７号。以下「省令」」に改める。
第４条第２項中「よって」を「より」に改め、「、なお」を削り、「写」を「写し」に改
める。
第６条第５号中「又は業務停止」を「、業務停止又は免許の取消し」に改め、同条に次の
２号を加える。
� 法第２２条の２第２号及び第３号に定める講習を受けた年月日及び当該講習の修了証の
番号

� 法第２４条第２項に規定する講習の課程を修了した者にあっては、当該講習を修了した
年月日及び当該講習の修了証の番号
第８条第３項中「前項」を「第１項」に、「よって」を「より」に改める。
第２章の次に次の１章を加える。
第２章の２ 指定登録機関

（指定の申請）
第１３条の２ 法第１０条の２０第２項に規定する指定を受けようとする者（次項第８号において
「指定申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければ
ならない。
� 名称及び住所
� 法第１０条の２０第１項に規定する二級建築士等登録事務（以下単に「二級建築士等登録
事務」という。）を行おうとする事務所の名称及び所在地

� 二級建築士等登録事務を開始しようとする年月日
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。
� 定款及び登記事項証明書
� 申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表。ただし、
申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録
とする。

� 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書
� 申請に係る意思の決定を証する書類
� 役員の氏名及び略歴を記載した書類
� 現に行っている業務の概要を記載した書類
� 法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の５第１項第１号に規定す
る二級建築士等登録事務の実施に関する計画を記載した書類

� 指定申請者が法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の５第２項各
号に該当しない旨を誓約する書面

� その他参考となる事項を記載した書類
（名称等の変更の届出）
第１３条の３ 法第１０条の２０第１項の規定により知事が指定した者（以下「指定登録機関」と
いう。）は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の６第２項の規定
による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を知事に提出しなけ
ればならない。
� 変更後の指定登録機関の名称若しくは住所又は二級建築士等登録事務を行う事務所の
所在地

� 変更しようとする年月日
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� 変更の理由
（役員の選任及び解任の認可の申請）
第１３条の４ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の
７第１項の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を
知事に提出しなければならない。
� 役員として選任しようとする者又は解任しようとする役員の氏名
� 選任又は解任の理由
� 選任の場合にあっては、その者の略歴
２ 前項の場合において、選任の認可を受けようとするときは、同項の申請書に、当該選任
に係る者の就任承諾書及び法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の５
第２項第４号イ又はロのいずれにも該当しない旨を誓約する書面を添えなければならない。
（登録事務規程の認可の申請）
第１３条の５ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の
９第１項前段の規定により認可を受けようとするときは、申請書に、当該認可に係る同項
に規定する登録事務規程を添え、これを知事に提出しなければならない。
２ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の９第１項
後段の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を知事
に提出しなければならない。
� 変更しようとする事項
� 変更しようとする年月日
� 変更の理由
（事業計画等の認可の申請）
第１３条の６ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の
１０第１項前段の規定により認可を受けようとするときは、申請書に、当該認可に係る事業
計画書及び収支予算書を添え、これを知事に提出しなければならない。
２ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の１０第１項
後段の規定により認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を知事
に提出しなければならない。
� 変更しようとする事項
� 変更しようとする年月日
� 変更の理由
（登録状況の報告）
第１３条の７ 指定登録機関は、事業年度の各四半期の経過後遅滞なく、二級建築士又は木造
建築士の区分ごとに、次に掲げる事項を記載した報告書を知事に提出しなければならない。
� 当該四半期における二級建築士及び木造建築士の登録、登録事項の変更の届出及び登

録の抹消の件数
� 当該四半期の末日における二級建築士及び木造建築士の人数
２ 前項の報告書には、二級建築士名簿及び木造建築士名簿の登録事項を記載した登録者一
覧表を添えなければならない。
３ 報告書等（第１項の報告書及び前項の添付書類をいう。以下この項において同じ。）の
提出については、当該報告書等が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に
よっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）で作成されている場合に
は、次に掲げる電磁的方法をもって行うことができる。
� 指定登録機関の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と知事の使
用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法で
あって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、知事の使用に係る電子計算機に備
えられたファイルに当該情報が記録されるもの

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確
実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを知
事に交付する方法
（不正登録者の報告）
第１３条の８ 指定登録機関は、二級建築士又は木造建築士が偽りその他不正の手段により登
録を受けたと思料するときは、直ちに、次に掲げる事項を記載した報告書を知事に提出し
なければならない。
� 当該二級建築士又は木造建築士に係る登録事項
� 偽りその他不正の手段
（二級建築士等登録事務の休廃止の許可の申請）
第１３条の９ 指定登録機関は、法第１０条の２０第３項において読み替えて準用する法第１０条の
１５第１項の規定により許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を
知事に提出しなければならない。
� 休止し、又は廃止しようとする二級建築士等登録事務の範囲
� 休止し、又は廃止しようとする年月日
� 休止しようとする場合にあっては、その期間
� 休止又は廃止の理由
（指定登録機関への書類の交付）
第１３条の１０ 知事は、指定登録機関が二級建築士等登録事務を行う場合において、次の各号
に掲げる届出等を受けたときは、指定登録機関に対し、それぞれ当該各号に定める事項を
記載した書類を交付するものとする。
� 法第５条の２若しくは法第８条の２又は第９条第２項の規定による届出 当該届出に
係る事項
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� 省令第４０条第４項又は省令第４３条第４項の規定による報告書等の送付 省令第４０条第
２項第２号イ又は省令第４３条第２項第２号イの修了者一覧表に記載された事項

� 第１９条の８第１項の規定による報告書の提出 同条第２項の合格者一覧表に記載され
た事項
（免許の取消し等の処分の通知）
第１３条の１１ 知事は、指定登録機関が二級建築士等登録事務を行う場合において、法第９条
第１項の規定により二級建築士若しくは木造建築士の免許を取り消したとき又は法第１０条
第１項の規定により二級建築士若しくは木造建築士に対し戒告し、若しくは１年以内の期
間を定めて業務の停止を命じ、若しくはその免許を取り消したときは、次に掲げる事項を
指定登録機関に通知するものとする。
� 処分を受けた者の登録番号及び登録年月日
� 処分を受けた者の氏名、生年月日及び住所
� 処分の内容及び処分を行った年月日
第１４条第１項及び第１４条の２第１項中「省令」を「施行規則」に改める。
第１７条第１項第１号中「掲げる学校を」を「定める学校において、国土交通大臣の指定す
る建築に関する科目を修めて」に改め、同項第３号中「第１５条第１号に該当する者（同号の
正規の建築に関する課程を修めて卒業した者を除く。）、同条第２号」を「第１５条第２号」
に、「実務」を「建築実務」に改め、同項第４号中「縦５．５センチメートル、横４センチ
メートル」を「縦４．５センチメートル、横３．５センチメートル」に改め、同条第２項中「第１５
条の１７第１項」を「第１５条の６第１項」に改める。
第１７条の２第１項中「電子情報処理組織（」、「（入出力装置を含む。以下同じ。）」及
び「をいう。）」を削る。
第１９条の２第１項中「第１５条の１７第２項」を「第１５条の６第２項」に改め、「者」の次に
「（次項第１１号において「指定申請者」という。）」を加え、同条第２項第１０号中「第１５条
の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」に、「第１５条の６第１
項」を「第１５条の３第１項」に改め、同項第１１号を次のように改める。

 指定申請者が法第１５条の６第３項において読み替えて準用する法第１０条の５第２項各
号のいずれにも該当しない旨を誓約する書面
第１９条の３中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」
に、「第１５条の４第２項」を「第１０条の６第２項」に改める。
第１９条の４第１項中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替
えて」に、「第１５条の５第１項」を「第１０条の７第１項」に改め、同条第２項中「第１５条の
１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」に、「第１５条の３第２項第
４号イ又はロの規定に関する誓約書」を「第１０条の５第２項第４号イ又はロのいずれにも該
当しない旨を誓約する書面」に改める。

第１９条の５中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」
に、「第１５条の６第３項」を「第１５条の３第３項」に改める。
第１９条の６第１項中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替
えて」に、「第１５条の８第１項前段」を「第１０条の９第１項前段」に改め、同条第２項中
「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」に、「第１５条の
８第１項後段」を「第１０条の９第１項後段」に改める。
第１９条の７第１項中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替
えて」に、「第１５条の９第１項前段」を「第１０条の１０第１項前段」に改め、同条第２項中
「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」に、「第１５条の
９第１項後段」を「第１０条の１０第１項後段」に改める。
第１９条の８に次の１項を加える。
３ 報告書等（第１項の報告書及び前項の添付書類をいう。）の提出については、第１３条の
７第３項の規定を準用する。
第１９条の９の見出し中「許可」の次に「の申請」を加え、同条中「第１５条の１７第５項にお
いて」を「第１５条の６第３項において読み替えて」に、「第１５条の１３第１項」を「第１０条の
１５第１項」に改める。
第１９条の１０中「第１５条の１７第５項において」を「第１５条の６第３項において読み替えて」
に、「第１５条の４第１項及び第３項、法第１５条の１３第２項、法第１５条の１４第４項並びに法第
１５条の１５第２項」を「第１０条の６第１項及び第３項、法第１０条の１５第３項、法第１０条の１６第
３項並びに法第１０条の１７第３項」に改める。
第２０条中「省令」を「施行規則」に改める。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則による改正後の建築士法施行細則第２章の２の規定は、平成２１年４月１日以後
に開始する二級建築士等登録事務（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１０条の２０第１項
に規定する二級建築士等登録事務をいう。）について適用する。

告 示

北海道告示第１３３号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
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１ 入札に付する事項
� 調達をする特定役務の名称及び数量
農業農村整備事業総合情報システム修正業務 一式

� 調達をする特定役務の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 契約締結日の翌日から平成２２年３月１９日まで
� 履 行 場 所 北海道農政部農村振興局事業調整課
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する情報システムの開発の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� ＳＩ（システムインテグレータ）の認定を受けていること（経済産業省が認定したも
のに限る。）。

� ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証を受けていること又は同等
以上とみなされる基準を満たしていると第三者機関が認定していること（例ＩＳＯ
２７００１）。
なお、ＩＳＭＳ認証については、財団法人日本情報処理開発協会が認定した審査登録
機関の認証に限る。

� プライバシーマーク付与認定を受けていること（財団法人日本情報処理開発協会又は
同協会が認定したプライバシーマーク付与認定指定機関が認定したものに限る。）。

� 過去２年以内に国又は地方公共団体と公共事業予算管理事務システムについての設計
開発業務に係る契約を締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。

� 過去２年以内に国又は地方公共団体と情報システムの開発業務に係る特定調達契約を
締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。

� 次に掲げる税を滞納している者でないこと。
ア 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務のある場合を除く。）
ウ 消費税及び地方消費税

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の�から�までに掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなけ
ればならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年３月２日（月）から同年３月２３日（月）まで（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前８時４５分から午後５

時３０分まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道農政部農村振興局事業調整課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道農政部農村振興局事業調整課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁７階農政部第１中会

議室（送付による場合は、郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区
北３条西６丁目 北海道農政部農村振興局事業調整課）

� 入 札 日 時 平成２１年４月２１日（火）午後２時（送付による場合は、同年
４月２０日（月）までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、北海道のホームページ（http : //www.pref.hokkaido.lg.

jp）においてダウンロードすることができる。
また、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記）及び重量５００グラムに見合う郵便
料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、契約に
関する事務を担当する組織に申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�から�まで及び
から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道農政部農村振興局事業調整課
� 所 在 地 郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目
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電話番号０１１－２３１－４１１１ 内線２７－１６１
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the services to be procured :

ａ．Nature : Correction of Agricultural and Rural Development Information System

ｂ．Quantity : 1 set

Ｂ．Bid tendering date and time : 2 : 00 P. M., April 21, 2009

(If mailed, bids must arrive no later than April 20, 2009.)

Ｃ．Contact : Project Coordination Division, Bureau of Agricultural Community Development,

Department of Agriculture, Hokkaido Government, Nisi 6, Kita 3, Chuo-ku, Sapporo,

Hokkaido, 060-8588 Japan

Phone : 011-231-4111 Ext. 27-161

北海道告示第１３４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第９項の規定により、新篠津村豊野地区
の換地処分をした。
平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第１３５号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道釧路土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 根室中標津線 野付郡別海町中春別３５０番１２地先から 平成２１．２．２７

野付郡別海町中春別３５０番３地先まで

北海道告示第１３６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道
２ 道路の路線名、縦覧場所及び区域
路 線 名 及 び 縦 覧 場 所 区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
豊 浦 京 極 線 虻田郡真狩村字真狩１２４番１２地先から 前 １４．５０�から ３８５．００� 道道岩内洞爺線重複
北海道小�土木現業所 虻田郡真狩村字真狩３７番１地先まで ３４．００�まで Ｌ＝２３３．２０�

後 １４．５０�から ３８５．００� 道道岩内洞爺線重複
２８．５０�まで Ｌ＝２３２．２０�

平 取 穂 別 線 勇払郡むかわ町穂別平丘１４番１地先
（河川敷地）から勇払郡むかわ町穂別
５０４番８地先（河川敷地）まで

前 １２．９９�から １，０３１．７１� ――北海道室蘭土木現業所 ２６．０９�まで

後 １６．６０�から １，０３３．３６� ――３８．２５�まで
和 寒 幌 加 内 線 上川郡和寒町字三和４１２番１地先から

上川郡和寒町字菊野５８４番１地先まで 前 １３．９７�から １，６４５．３８� ――北海道旭川土木現業所 ６４．６９�まで

前 １３．２１�から １，８４７．４７� ――３９．７６�まで

後 １３．５５�から １，６４４．９８� ――６４．６９�まで

後 １３．９７�から １，６４５．３８� ――６４．６９�まで
士 別 滝 の 上 線 士別市朝日町字登和里国有林上川北部

森林計画区２０２３林班と小班地先から
士別市朝日町字登和里国有林上川北部
森林計画区２０２３林班と小班地先まで

前 ４１．５２�から ３５．００� ――北海道旭川土木現業所 ４６．１１�まで

後 ４１．５２�から ３５．００� ――５７．３９�まで
士 別 滝 の 上 線 士別市朝日町字岩尾内国有林上川北部

森林計画区２０３８林班に小班地先から
士別市朝日町字岩尾内国有林上川北部
森林計画区２０３８林班へ小班地先まで

前 ３７．４２�から １１５．００� ――北海道旭川土木現業所 １１４．３５�まで

後 ４０．５１�から １１５．００� ――１２６．０３�まで
ベベルイ中富良野停車場線 空知郡中富良野町字中富良野５９８２番８

地先から空知郡中富良野町東町１番１６
地先まで

前 ２１．６０�から １４４．７０� ――北海道旭川土木現業所 ２５．１０�まで

後 １９．１１�から １４４．７０� ――２４．９１�まで
西 風 連 名 寄 線 名寄市風連町字西風連１５１７番１地先か

ら名寄市字弥生４８０番２地先まで 前 １６．３０�から ２９０．００� ――北海道旭川土木現業所 ５６．５０�まで

後 １６．３０�から ２９０．００� ――５６．５０�まで

北海道告示第１３７号

河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和４０年政令第１４号）第
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４９条の規定により、次のとおり告示する。

その関係図面は、北海道室蘭土木現業所に備え置いて縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 河 川 の 名 称 二級河川長流川水系長流川

２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成２１年２月２７日

３ 廃 川 敷 地 等 の 位 置 （右岸）伊達市大滝区北湯沢温泉町３番２地先から同温

泉町４番２地先まで、同温泉町４２８番４地先か

ら同温泉町３４番１地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地 １４，８８９．０４�

北海道告示第１３８号

河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和４０年政令第１４号）第

４９条の規定により、次のとおり告示する。

その関係図面は、北海道室蘭土木現業所に備え置いて縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 河 川 の 名 称 二級河川ケリマイ川水系ケリマイ川

２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成２１年２月２７日

３ 廃 川 敷 地 等 の 位 置 （右岸）日高郡新ひだか町三石川上１９８番１地先から同

２０１番地先まで、同２３８番３地先から同３０３番１

地先まで、同３０７番地先から同３０８番３地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地 ２６，５９２．９６�

北海道告示第１３９号

河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和４０年政令第１４号）第

４９条の規定により、次のとおり告示する。

その関係図面は、北海道帯広土木現業所に備え置いて縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 河 川 の 名 称 一級河川十勝川水系士幌川

２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成２１年２月２７日

３ 廃 川 敷 地 等 の 位 置 （左岸）河東郡音更町字東和東三線３３番１地先から同東

和東三線３８番２地先まで

（右岸）河東郡音更町字東和東二線２４番４地先から同東

和東二線２６番１地先まで、同東和東三線３９番１

地先から同東和東三線４１番４地先まで、同東和

東三線４１番４地先から同東和東三線４５番２地先

まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地 ４６，９８３．８０�

道 公 安 委 員 会 規 則

道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年２月２７日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子

北海道公安委員会規則第１号

道路交通法施行細則の一部を改正する規則

道路交通法施行細則（昭和４７年北海道公安委員会規則第１１号）の一部を次のように改正す

る。

第３条の２第１項第５号エに次のように加える。

� �から�までに掲げるもののほか、身体障害者等で歩行が困難なことにより社会
生活が制限されると公安委員会が認めるもの

別表３下肢不自由の項中「３級の１」を「４級」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に次項の規定による改正前の道路交通法施行細則の一部を改正す

る規則（平成１９年北海道公安委員会規則第１５号。次項において「改正規則」という。）附

則第３項の規定により交付されている標章（この規則による改正後の道路交通法施行細則

（以下この項において「新規則」という。）第３条の２第１項第５号エ�に掲げる者に該
当することとなる者に係る標章を除く。）は、当該標章の有効期間の満了する日までの間

は、新規則第３条の２第１項第５号エ�に掲げる者に該当する者として交付された標章と
みなす。

（改正規則の一部改正）

３ 改正規則の一部を次のように改正する。

附則第３項を削る。
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道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第５９号

道路交通法施行細則実施規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成２１年２月２７日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
道路交通法施行細則実施規程の一部を改正する規程

道路交通法施行細則実施規程（平成２年北海道警察本部告示第１８号）の一部を次のように
改正する。
目次中「・第３条」を「－第３条」に改める。
第２条を第２条の２とし、同条の前に次の１条を加える。
（身体障害者等で歩行が困難なことにより社会生活が制限されると公安委員会が認めるも
の）
第２条 施行細則第３条の２第１項第５号エ�の身体障害者等で歩行が困難なことにより社
会生活が制限されると公安委員会が認めるものは、次に掲げる者とする。
� 施行細則第３条の２第１項第５号エ�の身体障害者手帳の交付を受けている者であっ
て、次のアからエまでに掲げる障害の区分に応じ、それぞれ当該アからエまでに掲げる
身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める障害の級別
に該当する障害を有するもの
ア 平衡機能障害 ５級
イ 下肢不自由 ５級
ウ 体幹不自由 ５級
エ 乳幼児期以前の非進行性の脳病変による移動機能の障害 ３級から５級までの各級

� 施行細則第３条の２第１項第５号エ�の戦傷病者手帳の交付を受けている者であって、
下肢不自由の状態が恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表の２に定める重度障害
の程度の第４項症に該当する障害を有するもの
附 則

この規程は、平成２１年２月２７日から施行する。
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